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測量業における「職業能力の体系」の整備等に関する 

調査研究 

【 調査研究概要 】 
 

分  野：職業能力開発の実践に必要な調査研究 

担当室名：調査開発室                                   

 

１．はじめに 

 基盤整備センターでは、企業や個人が、人材

育成や能力開発を推進するためには、改めて「自

社の仕事や作業の内容を洗い出し、体系的かつ

段階的に整理することから始めること」が有用

であるとの視点から、「職業能力の体系」を整

備しており、現在、業種別では 93業種、汎用

では 7分野に至っている。(図表 1 参照) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年度は、整備されてから10年以上を経過

した業種のうち、測量業、地質調査業、鉄骨製造業

など7業種について見直しを行った。 

 

２．測量業の「職業能力の体系」の整備にあたって 

総務省の日本標準産業分類1によれば、測

量業は、社会保険労務士事務所、建築設計

業、地質調査業、非破壊検査業等と並び、

「学術研究，専門･技術サービス業」として

分類されている。 
一方、国土交通省では、測量業、建築設

計業、地質調査業の３業種を「建設関連業」

として、行政指導を行っている。 
測量業の「職業能力の体系」の見直しにあたって

は、同体系活用の目的の一つが中小企業の支

援であることから、より具体性を持たせる

ために、標準的な事業所で行われている測

量手法と測量対象による分類で整理した。 

 

３．「業務の流れ」について 
 標準的な測量業事業所において、業務の中心 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
1 第13回改定（平成25年10月改定） 

 

となる技術部門の測量作業工程や部署間の連

携などを把握する必要があるため、「業務の流

れ」を作成した。(図表 2参照) 

「業務の流れ」を作成することにより、測量

業の標準的な業務構成や部署間の関係性など

のイメージを共有することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 「職務構成表」について 

図表3に測量業の組織や体制等を表す職務構成表

を示す。「職務構成表」は企業でいう「組織図」と

概ね対応している。「部門」は企業組織でいう‘部

や課‘を、「職務」は企業組織で‘係‘を想定して

いる。 

大規模企業の場合は 

「部門」が2分される場合

もあるが、小規模事業所

などでは「部門」区分が

無く、「職務」以下で業

務構成される場合もある。 

測量業においては経営、

事務管理、営業、品質管

理の各部門は汎用データ

を活用し、技術部門とこ

れに直結した営業職務に

ついて見直しを行った。 

受注に必要な「積算及

図表1 「職業能力の体系」整備業種(2014.4 現在) 

図表2 「業務の流れ」 

業種別
分　類 業種名 業種数

農業，林業 米作・米作以外の穀作農業、野菜作農業（露地野菜）、酪農業など 5
建設業 土木工事業、建築工事業、大工工事業、鉄骨工事業など 15

製造業
肉加工品製造業、鋳鉄鋳物製造業、機械鋸・刃物製造業、鉄骨製造業、金属プ
レス製品製造業、物流運搬設備製造業、金型製造業など

32

情報通信業 情報サービス業 1
運輸業，郵便業 一般貸切旅客自動車運送業、一般貨物自動車運送業 2

卸売，小売業
各種商品卸売業、衣服卸売業、飲食料品卸売業、機械器具卸売業、百貨店・
スーパー、自動車小売業、ホームセンターなど

15

学術研究，専門･技術サービス業 建築設計業、測量業、地質調査業、非破壊検査業、エンジニアリング業,など 6

宿泊業，飲食サービス業 旅館、ホテル、専門料理店(和食) 3
生活関連サービス業，娯楽業 普通洗濯業、旅行業、葬儀業など 5
教育，学習支援業 専修学校・各種学校 1
医療，福祉 訪問介護事業、有料老人ホーム 2

サービス業(他に分類されないも
の）

産業廃棄物処分業、職業紹介業、ビルメンテナンス業など 6

汎用（分野別）
電気保全（メカトロ）分野 1
製造業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3
サービス業　経営及び管理事務部門、営業部門、生産管理部門 3

汎用

概要



 

部門 職務 仕事
レベ

ル 作業 作業に必要な主な知識及び技能・技術

技術 基準点測量 作業計画 3 使用機器およ作業手順の決定ができる

各級（１級～４級）の基準点設置の目的、仕様、作業規
定の準則などを知っている

作業計画書の作成ができる

工程計画の立案ができる

打ち合わせ 計画機関との打ち合わせができる

作業準備 作業に必要な準備ができる

平均計画図作成 平均計画図の作成ができる

選点 ２ 既知点の現況調査ができる。

新点の選定ができる。

建標承諾書等による承諾を得ることができる。

選点図及び平均図の作成ができる。

２ 永久標識の設置関する手続きができる。

永久標識の設置ができる。

永久標識の点の記が作成できる。

観測 ２ 観測に使用する測量機器がわかる。

機器の点検及び調整ができる。

TS等観測において、各等級に応じた観測ができる。

　 GNSS観測は干渉測位方式で観測できる。

作業計画立案
（上級主任技師による）

選点図及び平均図の作成

永久標識の設置

TS等観測、GNSS観測、測標
水準観測

測量標の設置

び見積」は高度な技術、経験、営業力を要求される

重要な業務であるため、一般的な営業と区別して整

理した。測量業界では作業規定に準拠して測量実務

が行われるので、技術部門の測量作業もこの作業規

定に沿って、一般的に基本的な測量（基準点測量、

水準測量）と測量対象別の測量（地形測量、応用測

量）に分けて整理した。 

 

５．「職務分析表」について 

図表 4の上段に測量業の「職務分析表」の一

部を、下段に「構成と考え方」を示す。「職務

分析表」はこのようにツリー構造となってい

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「組織構成」は「部門(部課)」と「職務(係)」
からなる企業の組織概要である。

「業務構成」は「仕事」と「作業」から構成

され、一人の人が効率的かつ安全にできる一連

の動作を「作業」とし、その一定のまとまりを

「仕事」としている。

「能力構成」は、その作業における重要な動

作を「～できる」とし、その動作のポイントを

「～知っている」として関係付けをしている。

 職務分析においては、全体としては現状に合

わせて職務を加除・修正して、「業務の流れ」

（図表 2）に沿って記述内容を整理した。 

 測量業に従事する者は、技師や主任技師の指

導のもと助手から経験を積み、いずれは測量士

や技術士の資格を取得し自立した技術者とな

る。その後、研鑽を積み主任技師になると、高

度技術、部下の管理・育成、顧客への対応など、

幅広い能力が要求される。 

測量業における仕事のレベル区分では、技術部門

全体として計画管理や評価など計画管理的な仕事は

レベル3、実務に関する仕事はレベル２として整理し

た。 

 

６．おわりに 

本調査研究は、一般社団法人全国測量設計業

協会連合会の協力を得て、測量業の標準的な「

仕事」や「作業」を洗い出すことにより、企業

等が行う人材育成や能力開発等を効果・効率的

に進めるための基礎資料を整備することを主

な目的として実施した。 

「職業能力の体系」のうち「職務分析表」は、

企業の人材育成（評価、教育訓練）方針策定に

有用であるばかりではなく、労働者自身の自己

理解や目標の設定、ジョブカードの評価項目、

国の実施する各種教育訓練の目標などにも活

用されている。 

今後は、作成した「職業能力の体系」が企業

等においてより活用できる内容となるよう、活

用事例等を収集するなど、継続して内容を見直

ししていく必要がある。 

 

参考文献 
[1] 公益社団法人日本測量協会『―公共測量― 作業規定の準則』 

鋼構造出版 平成25年3月29日改正  

[2] 公益社団法人日本測量協会『設計業務等標準積算基準書 測量 

業務積算資料』平成26年度  

[3]『公共測量積算ハンドブック』改訂版 財団法人日本測量調査 

技術会 2010  他 

 

図表4 職務分析表（一部抜粋） 

【本書の活用方法】 

① 機構各施設に配付 → セミナー開発の参考としている。近隣の企業団体からの人材育成に関す

る相談援助の参考としている。 

② 団体及び参加の企業に配付 → 団体及び参加企業による人材育成検討会などにおける参考資

料として活用されている。 

③ 官公庁に配付 → 国会図書館などで企業の人材育成担当者等が本書を参考資料として活用さ

れている。当センターあてに問い合わせもある。 

注記 本報告書等は、基盤整備センター「職業能力開発ステーションサポートシステム 

    基盤整備センター刊行物検索」から閲覧、ダウンロードができます。 

    URL:http://tetras.uitec.jeed.or.jp/ 

 



はじめに

日本の経済社会は、世界に伍する技術力と、その技術力を支える人材によって発展を

遂げてきました。資源に乏しい我が国では、質の高い労働力こそが、国力の源泉、経済発

展の基盤です。

近年における経済のグローバル化や、中国をはじめとする東南アジア諸国の成長は、

アジアでの巨大な需要の創出や海外進出など企業戦略の選択肢を増やす一方で、国際競争

の激化を意味します。このような労働市場をめぐる著しい環境の変化に対応するためにも、

国際競争力を有する人材育成を図ることはますます重要となります。

国内の状況を顧みると、少子高齢化の進展は、労働市場も含めた社会全体に大きな影

響を与えています。労働人口の減少する社会において、活力ある経済社会を構築するため

にも、職業能力形成機会の乏しい非正規労働者をはじめ、若年者、女性、高齢者、障がい

者を含め、全ての働く人々の能力を高めることが不可欠といえます。

人材育成にあたっては、社員に求める職業能力を分類・整理し、能力評価の基準を明

確にすることで、社員個々が有する能力を的確に評価することが可能になります。これに

より企業の有する職業能力が「見える化」され、過不足の無い組織的・体系的な人材育成

（研修・職業訓練・OJT・Off-JT等）の計画と実施が可能になります。しかしながら、
多くの企業における人材育成は、自社の職業能力を分類・整理するノウハウの不足や時間

的制約などから、組織的・体系的な取組みとは言い難い状況があります。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、企業の人材育成の取り組みを支

援するため、平成 年度から産業団体や企業等と連携を図り、産業分野や業種毎に「職

業能力の体系」の整備を進めて参りました。これら整備された「職業能力の体系」は、

個々の企業における人材育成に活用いただくほか、 サイクルに基づいた公共職業訓

練の質保証や水準維持・向上のための基礎データとして活用しています。

本資料は、平成 11年度に作成した測量業の「職業能力の体系」について、一般社団法
人全国測量設計業協会連合会の協力を得て見直したものです。業界団体や企業におかれま

しては、この体系を活用いただき、益々の人材育成環境を整えていただくことを期待しま

す。

最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた一般社団法人全国測量設計業

協会連合会をはじめとする関係各位に対し、心より感謝を申し上げます。

 
2015年 3月 

 
 

職業能力開発総合大学校基盤整備センター 
所長 徳留 光明

 

部門 職務 仕事
レベ

ル 作業 作業に必要な主な知識及び技能・技術

技術 基準点測量 作業計画 3 使用機器およ作業手順の決定ができる

各級（１級～４級）の基準点設置の目的、仕様、作業規
定の準則などを知っている

作業計画書の作成ができる

工程計画の立案ができる

打ち合わせ 計画機関との打ち合わせができる

作業準備 作業に必要な準備ができる

平均計画図作成 平均計画図の作成ができる

選点 ２ 既知点の現況調査ができる。

新点の選定ができる。

建標承諾書等による承諾を得ることができる。

選点図及び平均図の作成ができる。

２ 永久標識の設置関する手続きができる。

永久標識の設置ができる。

永久標識の点の記が作成できる。

観測 ２ 観測に使用する測量機器がわかる。

機器の点検及び調整ができる。

TS等観測において、各等級に応じた観測ができる。

　 GNSS観測は干渉測位方式で観測できる。

作業計画立案
（上級主任技師による）

選点図及び平均図の作成

永久標識の設置

TS等観測、GNSS観測、測標
水準観測

測量標の設置

び見積」は高度な技術、経験、営業力を要求される

重要な業務であるため、一般的な営業と区別して整

理した。測量業界では作業規定に準拠して測量実務

が行われるので、技術部門の測量作業もこの作業規

定に沿って、一般的に基本的な測量（基準点測量、

水準測量）と測量対象別の測量（地形測量、応用測

量）に分けて整理した。 

 

５．「職務分析表」について 

図表 4の上段に測量業の「職務分析表」の一

部を、下段に「構成と考え方」を示す。「職務

分析表」はこのようにツリー構造となってい

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「組織構成」は「部門(部課)」と「職務(係)」
からなる企業の組織概要である。

「業務構成」は「仕事」と「作業」から構成

され、一人の人が効率的かつ安全にできる一連

の動作を「作業」とし、その一定のまとまりを

「仕事」としている。

「能力構成」は、その作業における重要な動

作を「～できる」とし、その動作のポイントを

「～知っている」として関係付けをしている。

 職務分析においては、全体としては現状に合

わせて職務を加除・修正して、「業務の流れ」

（図表 2）に沿って記述内容を整理した。 

 測量業に従事する者は、技師や主任技師の指

導のもと助手から経験を積み、いずれは測量士

や技術士の資格を取得し自立した技術者とな

る。その後、研鑽を積み主任技師になると、高

度技術、部下の管理・育成、顧客への対応など、

幅広い能力が要求される。 

測量業における仕事のレベル区分では、技術部門

全体として計画管理や評価など計画管理的な仕事は

レベル3、実務に関する仕事はレベル２として整理し

た。 

 

６．おわりに 

本調査研究は、一般社団法人全国測量設計業

協会連合会の協力を得て、測量業の標準的な「

仕事」や「作業」を洗い出すことにより、企業

等が行う人材育成や能力開発等を効果・効率的

に進めるための基礎資料を整備することを主

な目的として実施した。 

「職業能力の体系」のうち「職務分析表」は、

企業の人材育成（評価、教育訓練）方針策定に

有用であるばかりではなく、労働者自身の自己

理解や目標の設定、ジョブカードの評価項目、

国の実施する各種教育訓練の目標などにも活

用されている。 

今後は、作成した「職業能力の体系」が企業

等においてより活用できる内容となるよう、活

用事例等を収集するなど、継続して内容を見直

ししていく必要がある。 

 

参考文献 
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【本書の活用方法】 

① 機構各施設に配付 → セミナー開発の参考としている。近隣の企業団体からの人材育成に関す

る相談援助の参考としている。 

② 団体及び参加の企業に配付 → 団体及び参加企業による人材育成検討会などにおける参考資

料として活用されている。 

③ 官公庁に配付 → 国会図書館などで企業の人材育成担当者等が本書を参考資料として活用さ

れている。当センターあてに問い合わせもある。 

注記 本報告書等は、基盤整備センター「職業能力開発ステーションサポートシステム 

    基盤整備センター刊行物検索」から閲覧、ダウンロードができます。 

    URL:http://tetras.uitec.jeed.or.jp/ 
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